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　ウクライナ危機後のロ中関係が、日ロ関係にどのような

影響を与えているかという観点からお話させていただきた

い。

　一連のウクライナ危機は、ベルリンの壁が崩壊し、ソ連

邦が消滅した後、20年かけて築いてきた欧州地域における

安全保障体制を大きく問うこととなった。特にロシアがク

リミアを併合して以降、米欧が金融制裁を中心とした本格

的な対ロシア経済制裁に踏みきり、それに対してロシアも

農業産品の禁輸といった逆経済制裁措置を取ったことで、

欧州経済の低迷を深刻化させている。また、その余波は欧

州地域のみならず、我が国を取り巻く東アジア情勢にも少

なからぬ影響を及ぼしつつある。その最も顕著な影響がロ

シアと中国の急接近である。象徴的な例が2014年５月20、

21日のプーチン大統領訪中に際し、ロシアのガスプロム社

と中国のCNPC社が10年間にわたって交渉を続けてきた東

シベリアから中国への天然ガス供給契約に関する最終調印

である。この契約はもともと2006年にウクライナを巡る天

然ガスパイプライン危機が起こり、ロシアと欧州の関係が

悪化したその直後、中ロがロシアの東西両ルートによるガ

ス供給に合意し、その後８年間交渉を続けてやっとここで

契約が締結されたというものである。価格の問題が交渉妥

結を長引かせたと言われているが、何故ここにきて中ロが

合意できたのか、といえばやはりウクライナ危機が起こり、

ロシアが欧米の経済制裁を受け、経済的にも政治的にも中

国との関係を強化する方向へ舵を切るというところに踏み

込んでいったためだと思う。

　今の中ロ関係を見る際に、残念ながらロシアの方が中国

に接近せざるをえないという状況が認識されることが大事

だと思う。中ロ関係の変化は日ロ関係とも関わってきてい

る。日ロ間でも天然ガス分野での協力プロジェクトがここ

数年いくつか存在した。その最も象徴的なものが日本政府、

企業共に関わってきたウラジオストクのLNGプロジェク

トだったと思う。ところがウクライナ問題による中ロ接近

によって、まず2014年９月にガスプロム社のメドベージェ

フ副社長が東シベリアからのガスは全て中国向けに流す、

という発言をした。ウラジオストクLNGプロジェクトの

有力なガス源の一つとして言われていたのがこの東シベリ

アのチャヤンダだったのだが、これが中国へ行くと明言し

たのである。ではウラジオストクのLNGに他に選択肢が

あるのかというと、ガスプロム社が極東でコントロールし

ているガス田はサハリン３である。しかし、同11月に今度

はミレル社長が、中国からサハリン３のガスをパイプライ

ンで持ってきてはどうかという要請を受け、これを検討し

ている、と発言した。もし、ミレル社長発言が実現すると

なると、ウラジオストクLNGプロジェクトのガスはどこ

から持って来るのか、という状況になる。中ロの天然ガス

関係は確実に日本にも影響を与えてきているのである。

　さらに、経済的影響だけでなく、政治面でもプーチン大

統領の訪日が事実上延期になった。具体的日程が決まって

いなかったのだから延期ではないという見解はレトリック

としてはあるが、実際はやはり延期なのだろう。何故そう

せざるをえなかったかといえば、ウクライナ問題でロシア

と最も関係を悪化させているアメリカとの関係、これと日

ロの関係をどう調整していくか、との間で日本政府がこの

タイミングでのプーチン来日は実行しないという判断した

ということだ。

　とはいえ、アメリカには、米ロ関係の悪化のために日ロ

関係強化が妨げられるのは望ましい、と思う人ばかりでは

ない。2014年８月にアメリカの有力な安全保障問題雑誌

『Foreign Affairs』ウェブ版に「Pointless Punishment （的

外れな制裁）」という記事が掲載された。アジアにおいて

ロシアが外交安全保障上のパートナーを多角化しており、

中ロ関係がどうなっていくのかが今後の東アジアのバラン

ス・オブ・パワーを決めるファクターになっている中で、

現在中国と問題を抱える日本が、ロシアとの関係を悪化さ

せ続けることは、日本を対中関係で弱い立場に置くことに

ウクライナ危機後のロ中関係

東京財団研究員
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なり、これが果たしてアメリカの利益からしてもよいこと

なのか、と特にアメリカの中国専門家が問いただしている

のである。

　一方、我が国においても、ロシアとの関係を構築する大

きな目的は領土、エネルギー問題があると同時に、いかに

中国とのバランス・オブ・パワーを作っていくのかという

枠で、ロシアとの距離を狭めていこうとしているのがここ

数年、安倍政権よりも前の野田政権あたりからすでに始

まっていた日本の外交戦略である。北東アジア地域戦略と

しての日ロ接近の流れが、ヨーロッパにおける戦略環境の

変化のために止まっているというのは好ましい状況ではな

い、というのが日本政府の中にもあると思う。よって、プー

チン大統領の訪日延期はされたが、2014年11月に北京で

プーチン・安倍サミットを開催し、この15年中の同大統領

訪日で合意している。

　今年中の訪日実現のためには２つのファクターがある。

その１つはウクライナ情勢が落ち着くか否かであり、もう

１つはアメリカとの調整である。ウクライナ情勢は欧州の

安全保障問題なので日本が積極的に関与していくことは難

しい、となると、アメリカとの調整が今年の大きな課題に

なってくると思う。

ウクライナ危機が北東アジアに与える影響

日本経済新聞社論説副委員長
池田元博

　ロシアは北東アジアにどのように関わっているのか。ロ

シアはウクライナ危機をきっかけに、アジアシフトを強化

しているわけではない。ソ連時代も含め、東へどう進むか

はロシアにとって長年の大きな政策課題であった。直近に

至って見ても、プーチン大統領の2012年５月の第３期目ス

タート当日の大統領令、外交分野に関する大統領令の中で

「東シベリア・極東の速やかな社会・経済発展を促すため、

アジア太平洋地域の統合プロセスへの参加を拡大する」と

いう文言を出している。この言葉で分かるように、東方進

出の大きな理由としては、１つは開発の遅れているロシア

極東地域をアジアの力を使って発展させたいということ、

もう１つはエネルギーを中心とする資源の新たな輸出先と

して、欧州だけでは心もとなく、発展が見込めるアジアを

新たな市場にしたい、ということである。その頂点がウラ

ジオストクAPECサミットだったと思う。これについて、

周囲はインフラの整っていない極東よりモスクワかサンク

トペテルブルクでの開催を進言したが、プーチンは極東開

発のためにウラジオでの開催を自ら強行した。サミット終

了後は若干停滞気味だったが、その後再び東方シフトが加

速した要因となったのがウクライナ危機だと思う。

　ウクライナ危機と東方シフトの加速の関係について述べ

る。３月のクリミア編入について、「ウクライナの領土一

体性」に関する国連総会決議の結果、賛成は100カ国、ウ

クライナに近い欧州のほとんどの国々や日本がそれに含ま

れるのだが、アジアでは反対までいかなくても棄権や欠席

にまわった国が意外に多く、中国やインド、ASEANの一

部の国々はその典型である。この温度差がロシアをアジア

に向ける１つの理由となっていると思う。もう１点は欧米

のその後の厳しい対応であろう。対ロ制裁にしてもクリミ

アの編入から始まり、ウクライナ東部での戦闘が激しくな

るにつれ欧米は段階的に制裁を強化し、かなりロシア経済

に打撃を与えている。その大きな要因は、ロシアの大手銀

行やロスネフチのような大企業に対して欧米市場での資金

調達を禁じたことである。もう一つはエネルギー分野であ

る。ロシアの深海や北極海で行われる石油の新たな掘削技

術・設備供与の禁止はエネルギー大国ロシアに打撃を与え

つつある。ロシア国民からすれば、ロシアを厳しく非難し、

次々と制裁を科す欧米への心証は当然悪くなる。ロシアの

世論調査会社レバダ・センターの調査でも、ロシア国民の

米国やEUに対する評価は一気に厳しくなっている。一方

で、中国との関係については「良い」と感じる国民が急増

し、こうした国民の認識はロシアの政権運営にも影響する。

　では、経済の実態ではどうか。ロシアの国別の対外貿易

をみると、従来から欧州がほぼ５割の貿易相手国になって

いる。距離的にも近く、ロシアは欧州のエネルギー供給の

多くをまかなってきた。ウクライナ危機を経て、また、欧

州自体の経済状態が悪いこともあり、ロシアはアジアシフ

トを一段と強めているともいえる。アジア太平洋地域はロ
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シアの対外貿易のほぼ４分の１を占めるようになってい

て、更にその内訳としては約４割を中国が占めている。こ

れは日本の約３倍である。EUという枠組みを取って国別

で考えれば、中国はロシアの一番の貿易相手となった。貿

易の伸び率を見ると、EUは7.3％も減っている。その一方、

アジア太平洋地域とはロシアの経済状況が厳しいにもかか

わらず伸びている。おもしろいのは韓国で、伸び率で言え

ば二桁の伸びがある。韓国も日本もアメリカの同盟国だが、

日本は制裁をしているので下がっているが、韓国は制裁を

していない。ロシアの知識人は意外と韓国を評価している。

　畔蒜氏もエネルギー分野での中ロ接近について述べられ

た。エネルギー以外でも幅広い協力が進んでいる。ロシア

で初のモスクワ～カザンの新幹線建設に中国企業が参画す

ることなどでも合意している。これ以外にも、金融・情報

技術などあらゆる面で中国との協力が進んでいる。これら

には当然、ウクライナ危機で欧米とロシアの関係が悪化し

ていることも関係があるだろう。天然ガス合意については

先にも言及されたので割愛するが、「世紀のディール」と

も言われた東ルートでの大量のロシア産天然ガスの対中輸

出合意に続き、西ルートでの対中輸出も基本合意し、各界

にショックを与えた。

　では中国だけかというと、ロシアは中国以外でもアジア

シフトを強めている。なかでも国際的に孤立する北朝鮮と

の間ではこの一年、かつてないほど要人往来が盛んになっ

ている。極東開発省を始めとしてロシア側から要人が何度

も北朝鮮を訪問しているし、北朝鮮からも外相や現在北朝

鮮ナンバー２と言われる崔龍海という人が訪ロしている。

その結果として、経済協力の中でもロシアが北朝鮮の鉄道

整備事業に参画する合意もなされているし、確認されてい

ないが北朝鮮の送電網整備への協力の話もある。また、実

現するか分からないが今年５月モスクワで行われる対独戦

勝70周年記念式典に金正恩を招待し、先方はそれを受けた

という話があり、かなり接近していると言える。

　これ以外でも、ロシアはアジアとの関係拡大を目指して

おり、2014年後半だけでもプーチン大統領はモンゴルやイ

ンドを訪問している。アジアに含めるとするとトルコにも

行っていて、あたかも中国だけではないと言っているよう

だ。一方、韓国との間では昨年末のソウルでの経済フォー

ラムにトルトネフ副首相が参加し、ロシア極東開発への韓

国企業の積極的な参加を要請した。ロシアは極東に経済特

区のようなものを作ろうとしているが、韓国側から具体的

提案であればいくらでも受け入れると言うなど、ロシア側

からの働きかけがかなり強い印象である。

　ロシアのアジアシフトは経済面だけでなく、北東アジア

の安全保障にも影響を与える可能性がある。特に中ロの接

近は単に経済協力のみならず、軍事・軍事技術協力にも広

がりかねない。中ロが同盟関係を結ぶということは非常に

考えにくいが、他国がロシアとの関係を進められない、む

しろ孤立させようという動きが強くなるほど、中ロは接近

する。ロシアは外貨不足で苦しみ始めている。ロシアがエ

ネルギー以外で大きく売れるものは兵器である。今やロシ

アは世界第２の兵器輸出国である。安全保障面での懸念は

ロシアにもあるので、国境を接している中国への武器輸出

では最新鋭兵器はあまり売ってこなかったが、今後更にロ

シアを取り巻く状況が厳しくなれば、背に腹は代えられな

いということで最新鋭兵器も売る可能性がないわけではな

い。地対空ミサイルＳ400やスホイ35など最新鋭の兵器を

中国に供与するとの観測もでており、そうなると日本の安

全保障にも影響を与えるということは考えておいたほうが

いいだろう。

　北朝鮮との関係では、接近しているとはいえ、ロシアが

北朝鮮の核問題解決に向けた主導権を発揮できるとは思え

ず、その影響は限定的とみられる。しかし、中国と北朝鮮

との関係がここのところぎくしゃくしている。事実かは分

からないが、2014年に中国から北朝鮮への原油供給量がゼ

ロだったという統計があるように、かつてのような関係で

はなくなっている。ロシアの韓国へのアプローチや、北朝

鮮への関与を考えると、ロシアの存在が朝鮮半島情勢に対

する不確定要因であることは間違いない。

　ウクライナ危機が北東アジアに与える影響といえば、北

方領土問題に与える影響も考えたほうがいい。二つの正反

対の意見がある。クリミア半島の編入で明らかなように、

ロシアは領土拡張主義にでているので北方領土問題の解決

は望み薄という意見と、編入で圧倒的な支持率を持った

プーチンは何をやっても国民を説得できるので、領土問題

の解決にはプラスという見方である。個人的には後者を支

持したいが、同時に厳しいのかなとも思っている。

　日ロ関係について言えば、2014年２月までは安倍首相、

プーチン大統領が信頼関係を築こうと雰囲気的には非常に

よかった。しかし３月18日にクリミア編入を表明してから、

その後に予定されていた日程がなくなってしまった。昨年

11月になって安倍首相とプーチン大統領による首脳会談が

実施され、ようやく仕切り直しができた。

　日ロ関係を今後どう進めるかというのは当然、官邸と外

務省が考えるのだが、日本から見てロシアはどの程度重要

な国なのか、今回の危機を経てどうしていったらよいのか

と考えた時、日本から見る視点は３つほどあると思う。第

１に当然北方領土問題を解決したいということであり、第
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２に北東アジアの安全保障という観点である。中国と日本

はWIN-WINで進むのがよいだろうし、軍事衝突は当然避

けなければならないが、現実問題としてナショナリズムが

変に関係を歪ませることもありうるし、尖閣の問題含め偶

発的衝突となる可能性もある。対中睨みも含め、日本は北

東アジア安全保障戦略を考えていった方がいい。その時に

過剰な中ロ接近が日本に害を及ぼす可能性も考慮して、中

国、ロシア両方との関係を築いていく必要がある。そして

第３にはエネルギーを含む経済的要因である。この３つの

要因を配慮し、日ロ関係はある程度築いておいたほうがよ

いというのが私の考えだ。

　一方ロシア側の考えだが、１つめに当然日本をエネル

ギー供給先として見ていることや、２つめには極東開発に

日本企業に参加してもらいたいということだ。更に、最近

はこの２つよりもむしろウクライナ危機を経て対アジア外

交を見た時、あまりにも中ロが接近しすぎているのではな

いか、という懸念がロシア自身にとって大きいのではない

かと思う。その均衡化として日本や韓国とバランスを取り

たい、日本との関係改善を望んでいるのは事実だと思う。

そして日本にとっても、北方領土問題は別として、ロシア

との関係を再構築するチャンスだと思う。

　最後に興味深い世論調査を紹介したい。毎年行われる内

閣府の外交に関する世論調査によると、ウクライナ危機を

経ても日本人の対ロシア観はさほど悪くなっていない。

2014年に関していえば、関係が良好だと思わないというの

はむしろロシアよりも中国や韓国の方が高く、この二国と

の関係の方がより注視され、懸念されている。こうした国

民感情も利用しつつ、日本は対ロシア外交を進めていけば

よいのだと思う。

ウクライナ危機とロシアの東方シフト

法政大学法学部教授
下斗米伸夫

　ウクライナ危機と、その北東アジアの国際関係へのイン

パクトについて私なりの意見を述べさせていただく。今回

のような危機に際し、政府が国際法を重視すべきと主張す

るのは当り前のことだ。しかし今、何故クリミアで領土保

全という国際法違反の事件が起こったのだろうか。今まで

の我々の認識、枠組みが違っているのではないか。昨年か

ら今年にかけて起こった数々の出来事、原油価格の急落や

イスラム国も含めて、何らかの文明論的転換が起きている

感がある。国際法重視の世界、これは1648年のウエストファ

リア体制；それまでの神の法による戦い、30年戦争を否定

して主権国家から成る国際関係を作ったこの体制が揺らい

でいるのではないか。今までの主権国家の平等、外交関係、

これを律する集団的安全保障、自衛権など、この枠組自体

の揺らぎをウクライナ危機がもたらしているのではないか

と思う。では、これは新しい冷戦だろうか。今回の問題で、

ロシアには同盟国が存在しているのかとカッリオ氏がおっ

しゃったのは正しい指摘と思う。東西対立は非対称だ。他

方、池田氏が３月27日の「ウクライナの領土一体性」に関

する国連決議の結果、棄権をした国にはアジアが多かった

ことをご提示下さった。だが、残念ながらここにはイスラ

エルという重要な国が棄権したという指摘が欠けていた。

３月27日の決議において何故イスラエルが棄権をしたの

か。少し歴史を調べればわかることだが、1941年６月22日

以降ウクライナがナチスドイツに占領され、その後1944年

クリミアのケルチに始まり、ベルリンまでソ連赤軍が駆逐

していく過程で、この地で何万のユダヤ人が犠牲になった

だろうか。おそらく最低100万人以上であり、それを知っ

ているのは、ほかならぬユダヤ人である。ところが、先日

のアウシュビッツ解放70周年記念において、ロシア大統領

不在の中、ウクライナ大統領はアウシュビッツを解放した

のはウクライナ軍であるという、とんでもない世界観を披

露した。やはり、ソ連の重み、善し悪しはともかく、1945

年の世界秩序を作ったのはあのクリミア半島であり、出発

点はヤルタ会談であったことを我々は記憶すべきだろう。

　ウクライナという国はいつ国家になったのだろうか。勿

論1991年12月だろう。しかし、1945年時点で国連加盟国に

はソ連と並んでウクライナ、ベラルーシが含まれている。

そして、当時のウクライナの国境線はどこで引かれていた

か。クリミア半島はロシアに入っていたのである。しかし、

1954年にフルシチョフによる行政的瑕疵のある決定によっ
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てウクライナとなった。果たしてクリミアのロシア人に自

決権はあるだろうか、これは議論すべきことだと思う。神

の国・神の法と地上の法の対立が深刻化しているこの状況

下で、我々は直近の問題を議論しながら歴史の重みという

ものにも配慮すべきだろう。我々はどこを基準点に置けば

いいのか、世界の文明的な危機、ウクライナの危機にどう

対応すべきかが問われていると思う。

　ウクライナ危機についてはこの会議においておよそ議論

し尽くされているが、ただいくつか、２月の「民主化」が

革命あるいはクーデターになってしまったこと、ウクライ

ナ政府の正当性や、ロシア語を話すことを禁じたことが東

ウクライナの人々に与えたインパクトのすさまじさなどを

議論する必要があるかもしれない。あるいは、ウクライナ

経済について言えば、民主化は結構なことだが、ウクライ

ナはおそらくキルギスと並んで２国のみ旧ソ連国の中でソ

連時代の水準にすら達していない、破たんに近い経済状態

の国であることも念頭に置かなければならない。このよう

な危機的状況でIMFが金融支援をするかというと、昨日今

日のIMF高官の発言では不安定な国へは援助しないと言っ

ており、私は大変危惧している（その後ミンスクⅡ合意で

支援の方向となった）。ウクライナの外貨準備高は約70億

ドルでロシアの約50分の１、インフレ率は25％、通貨は毎

年５～６割落ち、今は戦費までも費やしている。

　ウクライナのNationとしての浅さ、時間の短さ、共通感

覚の欠如が、このばらばらな状況をもたらしてしまった。

一方、クリミアについては、ロシア人のものかといえば、

それではクリミアタタール人はどうなのか、その前のカラ

イム人というユダヤ教を信じていたトルコ系の人々はどう

なのか、とあたかもマトリョーシカのようなことになって

いく。ウクライナはレーニンがノボロシーア（新しいロシ

ア）という地域をまとめてウクライナを1917～８年、22年

に作り上げたため、そこにはある種の人工性がでてきてし

まった。一番悪かったのがスターリンで、1939～40年に西

ウクライナという、ロシア帝国に一度も入ったことがない

ガリツィア地域をこれに加えてしまったことだ。黒川氏の

おっしゃった北米カナダのウクライナ人とは、多くはここ

のカトリック系正教徒であった。西ウクライナはカトリッ

クと正教の千年にわたる戦いの場、文明の衝突の場でも

あった。そして第二のローマであるイスタンブールを異教

徒から奪還するため、正教とカトリックが神聖同盟をむす

び、共同戦線を張ったこともまた1721年にロシア帝国とい

う国を作った遠因である。しかも、このロシア帝国はロシ

ア人の帝国ではなく、正教の帝国、正教と言ってもより近

代化された宗教国家であった。

　そして、無神論の国であったソ連の崩壊にも、ウクライ

ナファクターが明らかに重要な役割を果たしている。1991

年８月、ゴルバチョフへのクーデターが起こったのはクリ

ミアであり、そのウクライナ共産党が二つに割れ、一方が

独立の旗を掲げ、カナダ政府周辺含め影響を与えたことが

ソ連崩壊に繋がったことは、今はまだあまり知られていな

いが歴史的事実として押さえるべきと思う。

　ウクライナの喫緊の問題の１つは、経済の崩壊をどう救

うかにある。私は、本当に救う力があるのはやはりロシア

だと思う。日本は、金融支援は意味がないが、経済協力、

人材育成、省エネなどで協力する可能性は十分にある。２

番目に、ポロシェンコ政権の中には２つのセクターが存在

しており、ほとんど対話不可能となっていて、これがこの

国の不思議な紛争を引き起こしている。では誰を責めるべ

きなのか、と言っても、東西両方が文明の断層線の紛争に

巻き込まれてしまったという角度から見ないと、処方箋と

いうものはないのではないか。

　ウクライナがヨーロッパに行きたいという願望は十分証

明された。プーチン大統領はクリミアを得てウクライナを

失った、とも言われる。「ルースキー・ミール（ロシアの

平和）」は兄弟喧嘩をもたらし、なかなか収拾がつかない。

収まる能力を示さない限り、和解は大変困難である。2015

年に発足したユーラシア経済同盟も、カザフスタン、ベラ

ルーシ含め違和感があると言われている。とりあえずは、

ミンスクⅡを成功させるのが鍵だと思うが、今の紛争が里

程標であったと後の歴史家に言われるような解決を切に望

むものである。

　ロシアはアジアか、ユーラシアか、ヨーロッパかという

問題は今も論争されている。メディンスキー文化大臣はロ

シアはアジアだと言い、ラブロフ外相は我々は東西の媒介

であると言い、別の演説ではヨーロッパで、キリスト教文

明がベースにあると言ったり、今でも大問題であるが、そ

れを総べるのはプーチン氏の選択である。制裁が経済的に

成功したとしても、プーチン氏の支持率は逆に上昇し、現

在85％前後といわれる。2018年の大統領選に同氏を支持す

るとしたのは昨年末54％である。プーチン氏はこれから10

年体制を考えているということを我々は頭の隅に置いてお

く必要がある。

　ロシアの経済の停滞、この時期にさらに起こった原油安

はアメリカやサウジアラビアの陰謀論という話は、メディ

アや特にブログの世界では喧伝されているが、我々は今起

こっている事象を冷静に解きほぐして考える必要がある。

12月４日の年次教書演説によれば、プーチン氏は経済の停

滞は長期にわたるものと覚悟しており、実際12月半ばには
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ルーブルが急落している。モスクワではキーワード63とい

う言葉が流行っているそうだ。プーチン氏は63歳、１ドル

63ルーブル、１バレルは63ドルが望ましい、ということだ

そうだ。エネルギー価格に依存しているロシアの財政規模

は縮小しており、どこまで下がるのかが今の問題である。

プーチン氏自身は２年位とみているが、これはおそらく外

貨準備高約7,000億ドルのサウジアラビアの財政均衡点か

らみてその位ということだろう。対してロシアは約3,800

億ドルである。

　プーチン、オバマ、EUは、制裁問題においてどこまで

和解が可能なのか。今のところオバマ大統領は、大統領教

書でもロシアとの関係悪化についてはしてやったりといっ

た雰囲気で見ているようなので、アメリカとの関係で今す

ぐ何か動きがあるとは思えないが、アメリカの中でも果た

してイスラム国、核拡散も含めこれでよいのか、という議

論はある。オバマ大統領自身にもある種のアイデアリズム

もあるだろうから、キューバ問題一つとってみても、もっ

ともこれは制裁の失敗例だろうが、今後オバマ政治がロシ

アとの関係にどんなシナリオを書くのか、もしくは書く能

力があるのかが見どころであろう。

　ロシアがアジアシフトせざるを得ないのは、今日の登壇

者の一致するところである。先ほど「シベリアの力」につ

いて、中国から250億ドルの前払いがあるような話があっ

たが、私が2014年後半に北京、ウラジオストクなどで話を

聞いてきた限りではそれはないと思う。

　トルコ、インドも含めたアジアの中で日本は少なからぬ

比重を占めている。１月13日の独立新聞には、トルクノフ

国際関係大学学長、パノフ元日本大使らが日本―サハリン・

パイプライン構想を提示した。いよいよ日ロ間でこういっ

た話ができる準備ができてきたのかもしれない。

　ロシアの中国に対する依存度の問題（これをラブロフ外

相はテクノロジー的同盟と言ったが）や、北極海航路問題、

ウラジオストクの拡充など、アジアでのロシアの動きは大

きい。2014年11月半ばのウラジオストクのシンポジウムで

のプシュカリョフ市長らのウラジオストク周辺300万人構

想発言はいささか言い過ぎと思うが、プーチン大統領の完

全自由港発言など含め、対岸に住む我々は真面目に議論す

べき時かもしれない。今年はプーチン大統領の来日も予定

されており、日本にとっても待ったなしの状態である。

ウクライナ情勢の現状と影響

日本大学国際関係学部講師（元在ウクライナ大使）
黒川祐次

　今回の問題について、下斗米先生が「新冷戦」に触れら

れたが、私としても今度の状況は「新冷戦」ではないと思

う。冷戦というのは構造的な対立だと思う。その国の存立

がかかるような重要な理念やイデオロギーなどがあって、

それらが大国間で長期的に対立するような状態が冷戦であ

るとすれば、今回のウクライナ危機はそのような構造的問

題ではないと思う。制裁については、その国が憎いという

問題でなく、その国が行っている政策が不都合だから変え

てほしいということでやっているわけで、対象国がそれを

変えれば制裁もなくなるし、制裁があれば新冷戦というこ

とではないと念のために申し上げたい。

　ウクライナは分裂するのか否か。ウクライナは東西に引

き裂かれた国とかシャーベット状の国とか言われてきた。

私の滞在中の皮膚感覚で申し上げれば、確かに大統領選挙、

議会選挙などを行うと、結果にかなり東西差はでる。ただ、

選挙後、その対立が精鋭化するかというとそうではない。

東部人口の方が多いので東部の人が勝つことが多いが、そ

ちらが全て親ロ一点張りかといえばそうでもなく、バラン

スをとっていこうということが多い。

　私が滞在していた1996～99年にもロシアとは様々な問題

はあったが、ウクライナが分裂しようという雰囲気はまっ

たくなかった。ロシアからの武力介入についても、ほとん

ど考えていなかったと思う。最近の各種世論調査でも、ウ

クライナから分離してまで本当にロシアに行きたいかとい

えば、それは非常に少数派である。ウクライナのロシア系

住民は２割ほどであるが、ロシア語を話す人はもっと多い。

官庁、学校ではウクライナ語を使っても、普段はロシア語

を話している人は多い。それでもウクライナという国の中

でやっていくというのは、西部だけでなく東部でも多数派

だったと思う。
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討論

モデレーター（ERINA副所長・杉本侃）：

　ここで論点をしぼりたい。制裁でロシアにはかなり影響

がでている。アメリカはかすり傷かと思うが、欧州は返り

血を浴びて体力も弱まりつつあるのが現状だと思う。これ

がいつまで続くのか。１つ目は、制裁解除のタイミング、

条件についてお聞かせいただきたい。

　２つ目は、北東アジアにおける中ロ接近について、これ

に関連して脱欧についてご意見を頂戴したい。ロシアに

とって他に選択肢がないから中国に接近しているという見

方がされるが、制裁が解除されたらヨーロッパに戻るのか。

例えば、中ロの天然ガス契約については支払いがなく、具

体的動きも止まっている状況だ。状況が変わってきている

ので、両国とも動けず様子見ということなのだろうか。第

２に、中国への石油供給に依存していくだけでなく、資金

的な協力もかなり仰いでいるので、下手をするとロシアは

中国の蟻地獄に入り込んでしまうようなことがあるのだろ

うか。第３に、中ロ接近に関する米欧の対応について。中

国の力がアジアで強くなればアジアにおけるアメリカの

パートナーである日本に影響するし、そうであるならばア

ジアにおけるアメリカのプレゼンスも弱体化するのではな

いか、というあたりが切り口かと思う。

畔蒜：

　制裁が今後どうなるか、ウクライナ東部情勢がどうなる

かということに関して、私は悲観的である。ロシアが最終

的に目指しているのは２つあると思う。ウクライナ東部の

高度な自治権を認めさせることと、ウクライナのNATO

非加盟である。そう考えた時、ウクライナ東部自治権の問

題はウクライナ政権との問題であるが、NATOの問題は

いつ替るかわからないウクライナ政権と話しても意味がな

く、欧州やアメリカとの何らかの合意がなければならない。

これが一番難しい問題である。今のアメリカにとって、す

ぐに回答は出さないにせよ、ウクライナのNATO非加盟

を認めることはできないだろう。この問題は、おそらくプー

チン政権の体力が続く限り、何らかの形で続くのではない

かと思っている。

池田：

　制裁の開始はクリミア編入から始まったが、その時は査

証の停止と海外資産凍結程度の軽いものだった。制裁が厳

しくなったのは東部問題からである。よって、東部問題があ

る程度、欧米が納得できる状況にならない限り制裁緩和は

難しいし、現在の混乱状態では困難だろう。別のファクター

があるとすれば、ロシア経済である。制裁だけでなく原油

安でかなり厳しい状況になっていて、欧米にも影響を与え

ている。メルケル首相は厳しいことを言っているが、原理原

則でどこまで続けられるのか。仮に原油がさらに下がってロ

シアがこれ以上厳しい状況になった時、制裁をこのまま続

けてよいのか、という論理がでてくるのではないかと思う。

下斗米：

　いくつかの側面がある。まず、欧米は、基本的にクリミ

　さかのぼって1990年に独立の是非を問うたとき、東部の

ドネツク、ルガンスク含め賛成であったし、クリミアも

50％程度ではあったが独立賛成であった。クリミアは確か

にかなり強い分離独立運動があったが、キエフ中央政府も

いろいろ施策を講じて徐々に収まっていき、今回の危機が

起こる前はかなり下火になっていたと思う。そういうこと

からすると、ウクライナには東西の違い、対立はあるが、

内発的に分裂することはないと感じてきた。

　では何故このようなことが起こったかといえば、やはり

外部からの何かがあったということだ。そういう意味では

非常に不幸な国だと思うし、もともと内部から分裂するよ

うなことはなかったのだから、やはり一つの国でやってい

くのが望ましいと思っている。

　ウクライナの危機をどうやったら収拾できるか。有り体

に言うと、アメリカも西欧諸国もクリミアが帰ってくると

はおそらく思っていないだろうし、ウクライナ政府も表向

きはそうは言っていないが、クリミア返還のために真正面

からロシアと対立するということは少なくとも当面はしな

いだろう。ドネツク、ルガンスクがなんとか収まってくれ

ればということだと思う。ミンスク合意の線でこの地域が

安定状態になり、自治が認められれば、ウクライナ政府、

欧米も納得し、ロシアも仕方ないと当面は納得したところ

で制裁が徐々に弱まり、「business as usual」に戻れるの

ではないだろうか。ただ、それができるのかについては、

目下、親ロシア派がかなり活発でなかなかそういう状況に

はなっていない。ドイツ、フランス、ウクライナ、ロシア、

どれも100％満足とはいかないだろうが、仕方ないと思え

るところにまとまってくれるよう期待したい。
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ア制裁解除はしないと思う。ただし、これは欧米諸国が

1940年のバルト三国の併合を認めないということで、

ニューヨーク・マンハッタンでエストニア大使館が国家の

代わりをしたように、何かシンボライズする処理の仕方は

あり得ると思う。問題なのは、特にアメリカのロシア問題、

正教世界に対する特殊性である。簡単に言うと、アメリカ

のスラブ系住民は、ポーランド系も含めロシアから様々な

意味で被害を受けた人達の子孫なわけで、それが今の問題

に跳ね返っている。従って現在、ニューヨークタイムズや

ウォールストリートジャーナルなどは、おそらくアルジャ

ジーラより客観性を欠く情報がでている。ヨーロッパでは

イタリアやオーストリアなどでロシアに対して同情的な世

論もあって、メルケル首相はバランスをとっているのだと

思う。従って、基本的に東部が混乱している間は、アメリ

カの世論も考えると解除するのは難しい。しかし、他にあ

る世界の危機、イスラム国とか原油安、核拡散とか、そち

らへシフトすることによって、この問題を忘れたり縮小さ

れていったりということもあるのかもしれない。

黒川：

　目下のところ全員で合意しているのはミンスク停戦合意

であって、そこにNATOの話はない。クチュマの時も、ユー

シェンコの時もNATOに入る方針だ、ということを言っ

たことはあったと思うが、ロシアは口頭で反対しても軍隊

を出したということはない。NATOに入るなということ

を、こういうところで一国の将来を約束させるのは難しい

のではないかと思う。

杉本：

　次に、日ロの視点も入れてお話いただきたい。ソ連に対

する大掛かりな制裁というのは1980年に起こり、解除され

るまで２年かかった。その要因は制裁を科しているヨー

ロッパ、日本、アメリカ諸国がソ連という非常によい市場

に進出できなくなって困ってしまったからだ。この経験が

この度どう活きるかということもある。

畔蒜：

　私がなぜ悲観的視点で予測するのか、仮にロシアへの制

裁が解除されなかったら、日ロ関係は進めなくていいのか、

という議論をあえてここでしたい。中ロ接近の中でエネル

ギー協力はうまくいっていないのではないかという話もあ

り、私もそう聞くこともある。しかし大きなトレンドとし

ては、この制裁が続いている限り、原油安だけでなくルー

ブル下落も受けて、例えばルーブル・元のスワップ合意な

ど、中国としては徐々に自分が思い描く形にロシアが来て

くれるのを、まさに蟻地獄のように待っている状態ではな

いだろうか。おそらく、中国としては今すぐ思い通りにな

らなくても、時間が解決してくれるというポジションにあ

ると思う。これは、戦略的問題と時間軸の問題だと思う。

中ロ接近が軍事的側面にまで拡大するとなると、日本とし

て中ロ接近に対してどういうアクションをとるのかという

ことがある。この状況でロシアに中国以外の選択肢を提示

することができるのだろうか。日本はアメリカとの関係を

どうするのか、仮に制裁が続いた場合、アメリカの意向に

反してロシアとの関係を強化するという選択があるのか、

日本が自らアメリカを説得に行くのか、単に日本はウクラ

イナ情勢が安定するのを待つのか、それとも何かアクショ

ンを起こすのか。今年はアメリカにどういうアプローチを

するべきか考える時期なのではないか。そういったことか

ら、ウクライナを巡る対ロ制裁が北東アジア戦略に及ぼす

影響を考えた場合、アメリカの中にも戦略的にこれが不利

益であると考える人がいることを先ほどお示しした次第で

ある。

池田：

　制裁が長引くほど、中国にロシアが取り込まれる状況が

顕在化していくだろう。戦後70年ということで、歴史認識

問題は日中の大きなファクターであり、ナショナリズムを

煽るという意味でも重要だと思われる。中ロは戦勝70周年

の共同事業に合意しており、ロシアの意図の有無とは別に、

歴史認識と絡んだ形で中ロ連携が日本に影響を及ぼすこと

が今年は多いと思われる。

　ウクライナ東部問題が動かない限り日ロ関係は動かせな

いのかという問題について、私も畔蒜氏に同意する。米国

ファクターは重要だし、ロシアが戦後続いた暗黙の秩序を

揺るがしたことに関し、G7としては圧力を加えなければ

ならないという意見は正しいが、一方、日本は国益を考え

ないでよいかといえば、当然考えるべきだ。むしろ日本と

しては積極的にロシアと接していくべきである。G7の枠

組で考えても、去年日本は欧米にかなり遠慮した部分もあ

り、日ロ政治対話をストップしたことによって、せっかく

築いてきた部分が無駄になったところもある。むしろ、ロ

シアのよくない部分があれば首脳会談などでもっと話し合

いを持つべきで、そこでは当然国益を話し合いさらにG7

の立場を日本が伝えるという役割があっていいと思う。

2014年を通してみると、メルケル首相はウクライナ危機以

降、電話、直接会談含め40回以上もプーチン大統領と話し

合っている。対して日本は何をしてきただろうか。逆にこ
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のような機会を利用するべきで、今年は日ロを動かす必要

性があると思う。

下斗米：

　第２次世界大戦終了70周年ということは広島、長崎に核

が投下されて70年ということでもある。核不拡散問題は日

本が発言できる数少ない論点だと思う。ウクライナ・ナショ

ナリストの間では、核を持たなかったのでクリミアを取ら

れたという考えが湧き上がっている。これを放置すると国

際社会全体に響く。逆を言うと、不核を推奨するオバマ大

統領に広島に来てもらおうとする動きも含め、核不拡散問

題で米ロに汗をかいてもらい、我々もできることをするの

がいい。

　２番目には、この新潟が重要になると思うが、まもなく

日本海は、LNG船が北極海から宗谷海峡を通って東シナ

海へ抜ける国際的ルートになる。環日本海の時代である。

日本海は対岸のウラジオストク、ハサン２、ザルビノなど

のインターフェースとなり、その役割が重要となる。そこ

での安全保障などはどうすればよいのか、また、５年後に

北朝鮮がどうなるかをカッリオ氏が論じたが、明らかに中

国と韓国はその可能性を視野にいれて考えている。我々も

環日本海をどういう構想にするか考える時にある。

　最後に、クリミア半島と日ロ関係の問題である。日ロ関

係、とりわけ領土問題はすべてクリミアに絡んできた。ク

リミア戦争末期の1855年、米英仏の船と相争ったロシアの

プチャーチンが、川路聖謨と日ロの領土画定となる下田条

約を結んだ。90年後には他ならぬヤルタで千島列島の運命

が決まった。そして、プーチン大統領は2014年５月24日に、

日本との問題は４つの島が対象であると初めて言及した。

それを発言した文脈がおもしろい。サンクトペテルブルク

の国際経済フォーラムに、アメリカも含めたヨーロッパ経

済界各国首脳が来た時、日本は部長クラスしか出してこな

かったことに疑問を呈したのだ。日本側としては、政府が

守ってくれないかもしれない中で日ロビジネスは危険、と

いうことだったのかもしれない。しかし、逆に言うと、日

ロも含め国際秩序の中でどういう役割を果たすのかという

哲学的な問いまで、この領土問題に絡んで出てきているの

ではないか。

黒川：

　中ロ関係については、ウクライナ問題がなくてもロシア

は中国に寄っていかざるを得ないので、与件として考えざ

るを得ない。日ロ関係は、意見の対立はあっても対応は続

ける。１回だけ行なうと目立つので何回も行なって、かつ

対外的にも説明できるようにする。アメリカから何か言わ

れても、ウクライナについては駄目だと話していると言い

ながら、何度も行なえば、そのうちわからなくなるだろう。

質疑応答

石川一洋（NHK解説委員）：

　安倍政権の対ロ政策について、取材に基づいた私の感覚

だが、おそらくアメリカ首脳やG7から了承を得ていると

理解するが、安倍政権の４つの原則というのがある。１つ

目にG7の一体性、２つ目に欧米企業がロシアの制裁関係

で引いたところをかすめ取るようなことはしないというこ

と。３つ目に日ロ平和条約がないので日ロ政治対話は続け

る。４つ目はヨーロッパとは異なる北東アジアの戦略的状

況の中で日本はロシアとの経済、安保含む関係を維持する

ということ。とはいえ、この４原則はわかったようでわか

らない原則で、実際、日本の対ロシア政策は揺れ動いてい

るのだろう。

　安全保障問題、中ロの軍事的関係について、SU35、

S400の供与がかなり大詰めにきているとか、ディーゼル

型潜水艦の話などは私も聞いている。これは日本の安全保

障にかなりの影響を与えるし、ひいてはアメリカの安全保

障にも影響を与えることにもなりかねない。もう１点、ウ

クライナはかなりの軍事輸出国であって、対中国では５番

目位だったのではないかと思う。軍事輸出は対ロシア輸出

が多かったが、今はそれが禁止されたとなるとウクライナ

の軍事技術はどこへ行くのか。小ロシアと呼ばれたウクラ

イナでは、逆を返せばロシアでできるものはできる、つま

り核兵器含めできないものはないということだ。冷戦崩壊

後、ウクライナの非核化は世界安全保障の大問題であった

が、このウクライナ危機において同じことがもう一度起こ

る可能性はないのか、ということだ。ウクライナ技術者が

イラン、中国、北朝鮮に行く可能性はないのか、アメリカ

はどのような危機感を持っているのか聞きたい。

畔蒜：

　中ロの軍事技術協力専門家によると、S400については

ほぼ確定とのことだ。SU35については可能性は十分ある
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とのこと。中国の要求水準はかなり上がって、より個別具

体的になっている。今はソナーの要求がかなり高いとのこ

とで、ロシア内で中ロ共同研究のような形でやっていると

のことだ。中国は、欲しいものはほとんど買っていると思

う。むしろウクライナがもし破産国家になった時、特に中

東諸国に行くということは、核拡散含め憂慮すべきことだ

と思う。

　いまだに米ロが水面下で協力継続している部門が、中東

問題だ。ISILを除くシリアの体制・反体制派の和平会議を

モスクワで行うという動きが続いており、アメリカのケリー

国務長官も支持しているとのことだ。シリア問題はイラン

核交渉ともリンクしていて、オバマ大統領のレガシー作り

のインタレストもある。ウクライナ問題も含め、中東地域

不安定化問題は、フランスのテロ問題や日本の人質事件も

あったように、世界全体が真剣に取り組むべきグローバル

な課題であり、そこにかすかな望みがあるような気もする。

里村オリガ（ガスプロム）：

　池田氏の資料にはエネルギー部門での制裁にガスプロム

も入っていると書いてある。しかし、ガス生産・輸送につ

いては制裁がかかっていないので、その部分に日本企業側

から入ってきてほしい。

池田：

　アメリカ財務省の資料でガス部門は確かに入っていない

のだが、石油を対象としている制裁の中にガスプロムは

入っていた。現実的に、石油を対象とする掘削技術はガス

にも使っているらしい。ガスプロム幹部と面談した際に、

実質的には石油を対象としているが、現実的にはガスにも

影響を与えかねない制裁だと言っていた。


